
貸借対照表

平成24年 3月31日現在
（単位：円）

減増度年前度年当目　　　　科

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 902,324,704

基金資産 706,102,244

500,291,9金収未

未収収益 406,605

189,520,7金替立

095,790,1金払前

流動資産合計 1,626,149,129

２．固定資産

(1)　基本財産

基本財産引当預金 5,290

基本財産引当有価証券 494,941,575

基本財産合計 494,946,865

(2)　特定資産

退職給付引当資産 200,207,367

財政調整基金資産 20,896,000

特定資産合計 221,103,367

(3)　その他固定資産

建物附属設備 485,100

什器備品 7,589,006

リース資産 35,538,124

709,702,22 △額計累却償価減

電話加入権 442,284

000,501権作著

525,81権標商

ソフトウェア 1,689,112

その他固定資産合計 23,659,244

固定資産合計 739,709,476

資産合計 2,365,858,605

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

425,762,858金払未

未払法人税等 2,599,100

未払消費税等 4,762,300

緊急就職支援事業前受金 92,302,244

987,163,6金り預

緊急就職支援事業預り交付金 613,800,000

リース債務 7,635,480

流動負債合計 1,585,728,437

２．固定負債

リース債務 12,874,182

退職給付引当金 162,894,935

固定負債合計 175,769,117

負債合計 1,761,497,554

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

都補助金 11,811,065

568,649,494金付寄

指定正味財産合計 506,757,930

（うち基本財産への充当額） (494,946,865)

（うち特定資産への充当額） (11,811,065)

２．一般正味財産 97,603,121

（うち特定資産への充当額） (46,397,367)

正味財産合計 604,361,051

負債及び正味財産合計 2,365,858,605

（注）『「公益法人会計基準」の運用指針』（内閣府公益認定等委員会　平成20年4月11日、平成21年10月16日
改正）により、前年度欄及び増減欄については記載していない。
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貸借対照表内訳表

平成24年 3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

407,423,2090146,048,1890,441,55569,933,548金預金現

42,201,607産資金基 4 0 0 0 706,102,244

500,291,9556,156,01 △371,719084,43700,298,81金収未

506,6040962,720633,973益収収未

189,520,7047,188 △0320,81896,988,7金替立

095,790,100085,6010,190,1金払前

流動資産合計 1,579,694,260 55,203,181 2,785,083 △ 11,533,395 1,626,149,129

２．固定資産

(1)　基本財産

092,502850807,4金預当引産財本基

基本財産引当有価証券 440,655,994 0 54,285,581 0 494,941,575

568,649,4940361,682,450207,066,044計合産財本基

(2)　特定資産

退職給付引当資産 200,207,367 0 0 0 200,207,367

財政調整基金資産 20,896,000 0 0 0 20,896,000

63,301,122計合産資定特 7 0 0 0 221,103,367

(3)　その他固定資産

01,584備設属附物建 0 0 0 0 485,100

600,985,70680,799,30029,195,3品備器什

21,835,53産資スーリ 4 0 0 0 35,538,124

減価償却累計額 △ 18,210,835 0 △ 3,997,072 0 △ 22,207,907

482,2440482,24400権入加話電

00,501権作著 0 0 0 0 105,000

25,81権標商 5 0 0 0 18,525

211,986,100518,185792,701,1アェウトフソ

その他固定資産合計 22,635,131 581,815 442,298 0 23,659,244

674,907,9370164,827,45518,185002,993,486計合産資定固

506,858,563,2593,335,11 △445,315,75699,487,55064,390,462,2計合産資

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

425,762,858318,267,01 △773,514,1985,222,41173,293,358金払未

001,995,200001,995,20等税人法払未

003,267,4285,077 △0207,109,1081,136,3等税費消払未

緊急就職支援事業前受金 92,302,244 0 0 0 92,302,244

987,163,60019,624041,286937,252,5金り預

緊急就職支援事業預り交付金 613,800,000 0 0 0 613,800,000

84,536,7務債スーリ 0 0 0 0 7,635,480

流動負債合計 1,576,014,014 19,405,531 1,842,287 △ 11,533,395 1,585,728,437

２．固定負債

81,478,21務債スーリ 2 0 0 0 12,874,182

退職給付引当金 162,894,935 0 0 0 162,894,935

11,967,571計合債負定固 7 0 0 0 175,769,117

455,794,167,1593,335,11 △782,248,1135,504,91131,387,157,1計合債負

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

60,118,11金助補都 5 0 0 0 11,811,065

568,649,4940361,682,450207,066,044金付寄

指定正味財産合計 452,471,767 0 54,286,163 0 506,757,930

（うち基本財産への充当額） (440,660,702) (0) (54,286,163) (0) (494,946,865)

（うち特定資産への充当額） (11,811,065) (0) (0) (0) (11,811,065)

121,306,790490,583,1564,973,63265,838,95産財味正般一．２

（うち特定資産への充当額） (46,397,367) (0) (0) (0) (46,397,367)

150,163,4060752,176,55564,973,63923,013,215計合産財味正

負債及び正味財産合計 2,264,093,460 55,784,996 57,513,544 △ 11,533,395 2,365,858,605
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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

公益法人への移行に伴い、当事業年度から「公益法人会計基準」（平成 20 年４月 11 日 

平成 21 年 10 月 16 日改正内閣府公益認定等委員会）を採用している。

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法)を採用している。

 (2) 固定資産の減価償却の方法

  ア 建物附属設備

定額法による減価償却を実施している。

イ 什器備品

定額法による減価償却を実施している。

ウ 商標権

定額法による減価償却を実施している。

エ ソフトウェア

利用可能期間（5 年）に基づく、定額法により償却している。

  オ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

 (3) 引当金の計上基準

退職給付引当金については職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上している。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算し、会計基準変更時差異

（69,266,781 円)は、15 年で費用処理している。

 (4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
基本財産引当預金 1,436,290 0 1,431,000 5,290
基本財産引当有価証券 493,417,495 1,524,080 0 494,941,575

小　計 494,853,785 1,524,080 1,431,000 494,946,865

特定資産
退職給付引当資産 195,626,340 5,426,988 845,961 200,207,367
財政調整基金資産 20,896,000 0 0 20,896,000

小　計 216,522,340 5,426,988 845,961 221,103,367

合　計 711,376,125 6,951,068 2,276,961 716,050,232
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（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

国　　　　　債

291回　利付国庫債券（10年） 18,500,000 19,428,700 928,700

303回　利付国庫債券（10年） 20,104,580 21,082,000 977,420

305回　利付国庫債券（10年） 3,500,000 3,657,675 157,675

321回　利付国庫債券（10年） 3,300,000 3,304,290 4,290

都　　　　　債

595回　東京都公募公債（10年） 30,009,300 30,186,420 177,120

601回　東京都公募公債（10年） 30,130,210 30,648,000 517,790

620回　東京都公募公債（10年） 30,305,090 31,008,000 702,910

680回　東京都公募公債（10年） 30,056,770 31,409,100 1,352,330

700回　東京都公募公債（10年） 199,829,000 200,680,000 851,000

705回　東京都公募公債（10年） 299,791,750 300,810,000 1,018,250

合　　　計 665,526,700 672,214,185 6,687,485

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 直接法により減価償却を行っている固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残

高は、次のとおりである。

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

基本財産引当預金 5,290 (5,290) － －
基本財産引当有価証券 494,941,575 (494,941,575) － －

小　計 494,946,865 (494,946,865) － －

特定資産

退職給付引当資産 200,207,367 (11,811,065) (25,501,367) (162,894,935)

財政調整基金資産 20,896,000 － (20,896,000) －

小　計 221,103,367 (11,811,065) (46,397,367) (162,894,935)

合　計 716,050,232 (506,757,930) (46,397,367) (162,894,935)

（単位：円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

商標権 222,300 203,775 18,525

ソフトウェア 3,169,965 1,480,853 1,689,112
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６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

※国庫補助金（拠点シルバー配分額）は、預り補助金のため、正味財産増減計算書の受

取国庫補助金には計上しない。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

８．その他

 (1) リース取引関係

ア 所有権移転外ファイナンス･リース取引

リース資産の内容

その他固定資産

コンピューター、サーバー及びプリンタ（什器備品）である。

(2) 退職給付関係

ア 採用している退職給付制度の概要

職員退職手当支給規程に基づく退職一時金制度を採用している。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の記載区分

補助金

　国庫補助金
　（本部分）

厚生労働省 0 8,387,000 8,387,000 0 -

　国庫補助金
　(拠点ｼﾙﾊﾞｰ配分)

厚生労働省 0 497,511,000 497,511,000 0 -

　都補助金
　（事業費）

東京都 0 402,378,372 402,378,372 0 -

　都補助金
　（退職給付引当資産)

東京都 14,702,494 924,000 3,815,429 11,811,065 指定正味財産

　民間補助金
全国ｼﾙﾊﾞｰ人材
ｾﾝﾀｰ事業協会

0 2,036,000 2,036,000 0 -

合　　　計 14,702,494 911,236,372 914,127,801 11,811,065

（単位：円）

内　　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額

  基本財産運用益 5,314,194

  退職給付引当資産運用益 1,886,449

  退職給付引当資産(受取都補助金) 3,815,429

合　　　計 11,016,072
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イ 退職給付債務及びその内訳

ウ 退職給付費用に関する事項

エ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており、退職給付一時金制度に基づ

く期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

オ 会計基準変更時差異の処理年数 15 年

（単位：円）

000,554,402 △務債付給職退　①

②　会計基準変更時差異の未処理額 41,560,065

③　退職給付引当金（①＋②） △ 162,894,935

（単位：円）

①　退職給付引当金繰入額 9,072,200

②　会計基準変更時差異の費用処理額 4,617,786

③　退職給付費用（①＋②） 13,689,986
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附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

 基本財産及び特定資産の明細は、「財務諸表に対する注記」２に記載しているため、記載

を省略している。

２．引当金の明細

（単位：円）

当期減少額

目的使用 その他

退職給付引当金 149,804,949 13,689,986 600,000 0 162,894,935

期末残高当期増加額期首残高科目
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